
声  明 

―アベノマスク情報公開請求訴訟（単価訴訟）・開示を命ずる大阪地裁判決を受けて― 

 

本件は、２０２０年に入り突然、当時の安倍政権の「肝いり」事業として、約５００億円もの巨

額の税金を使用して行われた「アベノマスク」配布事業について、業者選定や発注の経過、価格や

その決定経過について、国民に明らかにすることを求める情報公開請求訴訟です。 

原告・弁護団は、①単価や数量を不開示とする決定を争い開示を求める訴訟（単価訴訟、２０２

０年９月２８日提訴）、②契約締結経過に関する文書を不存在とした決定を争い開示を求める訴訟

（契約締結経過訴訟、２０２１年２月２２日提訴）の２つの裁判を大阪地裁に提起しました。 

本日２０２３年２月２８日、このうち先行する①単価訴訟について、大阪地方裁判所（徳地淳裁

判長）は、政府の「アベノマスク」の購入単価や数量は情報公開法５条２号（法人情報）や同条６

号（国の事務事業情報）の非開示情報には該当しないとし、これらを不開示とした厚生労働大臣

（当時加藤勝信氏）及び文部科学大臣（当時萩生田光一氏）の各決定を違法として取り消し、同部

分の開示を命じました。 

 

約５００億円もの巨額な税金を使用し、一部の業者にのみ随意契約で巨額の利益を与え、国民の

大半が利用しなかった安倍政権のコロナ対策の典型的な失敗事例である「アベノマスク」配布事業

について、キチンと全ての情報を国民に明らかにし国民的総括、反省をする機会を、政権及び中央

官庁は隠蔽し奪ってきました。本判決は、司法が政権・中央省庁のこのような隠蔽体質を断罪し、

これらの情報をすべからく国民に明らかにすることを命じたものであり、重要な意義があります。 

「アベノマスク」配布事業と同時期に現場に大混乱を引き起こした学校一斉休校も、安倍政権の

唐突な官邸主導コロナ対策の一環と言われています。その他、森友・加計問題や桜を見る会の問

題、黒川検事長勤務延長問題然り、また最近の統一教会における安倍元総理や政権幹部の癒着問題

など、安倍政権の失敗事例や疑惑は全てウヤムヤにされています。 

原告・弁護団は、本日言い渡された司法の当然の判断を契機に、厚労省・文科省内部においてア

ベノマスクの事業の経過を明らかにし、コロナ対策にどのようなプラスとマイナス効果があったか

について第三者委員会を設置するなど外部の目で検証することを求めます。同時に、国会や社会、

メディアが、上記「負の遺産」をも含めた安倍政治について、安倍元総理に遠慮することなく、明

らかにすることを求めます。 

 

２０２３年２月２８日 

                            アベノマスク情報公開請求訴訟 

                            原 告  上 脇 博 之 

                            弁護団 一 同 
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